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論文の内容の要旨 
 
（目的） 
本研究は、ペルーのリマ市郊外の不法滞在集落において、人々の住宅の所有権と住宅投資との関
係を分析することを目的とする。これらの不法滞在集落の主要な問題点は、多くの人々にとっての
生活の基盤となる住宅が、元来、不法滞在の対象であるがために、所有権をめぐる問題を抱えてい
ることであり、そのために住宅を、少なくとも法律的には、曖昧な形でしか確保できないことにあ
る。この関係性を明らかにするために、はじめに、サカイ氏は、既往論文に関して文献研究を行い、
その結果、権利形態土地の権利保有の問題を確かなものにすることが最も重要であると考えられて
いることを明らかにした。 
 
（対象と方法） 
 ペルーの首都リマ市には、数多くの不法滞在集落が存在する。その中から開発の時期が 10 年程
-１ 
度ずつ異なる、特徴的な 3地域を選び、住居の構造や規模の変化、住民の変動、地域におけるイン
フラの整備状況や方法、地域コミュニティの特徴などを現地調査し、行政による土地保有権付与や
法制度の改革などが健全な低所得者層の住宅開発にどのように影響するのか考察した。調査では、
ヌエヴォパチャクーテ Nuevo Pachacutec、 マンチャイ Manchay、Villa el Salvador ヴィラエル
サルバドルの 3地区において、それぞれ 25の住居をサンプリングし、計 75戸の調査を行った。そ
れぞれの住居の形態について、長いもので 40 年以上におよぶ各々の住宅の歴史についてヒアリン
グし、増築の記録を明らかにし、家族の増加にともなう住み方の変化に関する調査結果を分析した。
ヒアリングの結果は、それぞれの家族と住宅の特徴を明らかにするための指標として扱い、その結
果を建築規模については非常に簡素なものから複数世帯が居住する住居まで 5段階に分類し、土地
保有権については 3段階に分け、さらに居住者の人数家族構成などの変化を記録し、その結果を比
較考察した。 
 特に、分析の過程で、土地の権利形態や住宅の所有形態を、単にあれかこれかの選択肢として示
すのではなく、住宅つくりの連続的な営為の結果として生じるものと考えて、完全な住宅の所有ま
でには、illegal(完全な不法状態)や、dejure tenure security（法律的な所有権）や de facto tenure 
security(実質的な所有権)といった中間的な概念を用いて説明していることが特徴である。 
 
（結果） 
研究の結果は、不法滞在集落の人々が、自ら不法滞在している土地に対して、住宅に投資するこ
とを、奨励し、投資額を増やすためにやる気を出させる、重要な認知的な要素として働いているこ
とがわかった。もちろん、法律的な土地所有を認めることは、権利関係を明確にするために重要で
あるため、事実上の土地所有を認めることが将来的な免許へつながり、より早い住宅建設と既存の
コンテクストへの物理的及び社会的なインクルージョンのための要因にもなると考えられる。 
 
（考察） 
 本研究では、次のような点が議論された。すなわち、１）住宅の所有権が重要であり住宅の質に
まで関わる問題であるが、単に、法律的な所有に関する証文ではなく、電気、ガス、水道などのイ
ンフラや他の多くの要素を含むものであること。２）住宅の所有状況に関して言えば、illegal な
状況の他にも、 de facto、 dejure のような中間的な概念があること。illegalは、土地を不法占
拠し始めた状況ときに近い状況をいい、 de facto、とは、地方行政が電気と水という基本的なサ
ービスを始めた段階をいい、筆者は、不法占拠家族にとっても、かれらの地域が将来的に法律的に
担保されることがみこまれると考え住宅投資に積極的になることができると考えている。Dejure
もまた、不法滞在の人々に住宅投資に積極的になるためにプラスに働くが、通常の土地所有だけの
法律的な解決の提供であるため、完全な家ではない。また、筆者は、以下のことについても考察し
ている。３）de jure の所有権と不動産的価値との関係、４）所有権とインフラ、５）社会的物理
的インクルージョンの所有権の効果などについてである。いずれにせよ、この研究によって、より
多くの人々にとって利用可能な、より柔軟性の高い住宅政策が可能になると考えられ、それにより、
ペルーのみならず他の発展途上国においても、生活水準を向上させ、貧困を減らすことができると
考えられる。 
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審査の結果の要旨 
（批評） 
 建築と土地所有の問題について、不法滞在住居という、いわば、居住者の自助努力による住宅
開発手法を合理化するという視点で研究を行った、きわめて独自性の高い研究と言える。また、75
件の調査を共通性の高い客観的基準を導入して比較検討した分析アプローチも堅実な方法である。
調査対象地の開発開始年代の違いおよび土地保有権の付与に関する政策の変化に対応させるため
にバリエーションを増やす必要性があること、また地域コミュニティの働きとの相互関係について
の分析の可能性など、分析考察の質を高める余地が残されているが、一方で、ここで提案された住
居の発展段階の区分などの評価指標と居住条件の変化を基準に年代比較を行う手法は、一定の普遍
性を持ち、今後の類似の研究に対する方法論としての波及効果は高いと考えられる。 
 
平成 27年 1月 14日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明
を求め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と
判定した。 
よって、著者は博士（デザイン学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 
 
以上 
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